様式第５号（第３条関係）
別紙
個人情報取扱特記事項
（基本事項）
第１条　この契約により、発注者から本件業務の委託を受けた受注者は、本件業務を行うに当たり、個人情報の取扱いについては、以下の条項（以下、「特記事項」という。）によるものとする。
（個人情報の取）
第２条　受注者は、個人情報（美里町個人情報保護条例（平成２４年美里町条例第３０号）第２条第２号に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、本件業務を履行するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
２　受注者は、あらかじめ個人情報の取扱いに関する具体的な行動指針を発注者に通知し、その承諾を得なければならない。
３　受注者は、発注者に対し、個人情報の取扱いに係る責任者及び本件業務に関して個人情報を取り扱う者を通知しなければならない。
（秘密の保持及び資料転用の禁止）
第３条　受注者は、美里町個人情報保護条例、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）等の関係法令及び特記事項を遵守し、業務の実施に関して知り得た事項は、契約期間のみならず、契約終了後においても漏らしてはならない。
２　受注者は、業務に関する全ての情報を善良な管理者の注意をもって管理するものとし、本契約の履行以外の目的に使用し、又は第三者（再委託先を除く。）に提供してはならない。
３　受注者は、発注者から指示又は許可された場合を除き、業務情報を複写又は複製してはならない。また、指示又は許可を受けた場合であっても、業務終了後返還するものとする。
（収集の制限）
第４条　受注者は、本契約に基づく業務を行うために個人情報を収集するときは、業務の目的を達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。
（個人情報の記録媒体の引渡し及び移送）
第５条　発注者受注者間における個人情報の記録媒体の引渡しについては、その場所及び担当者を特定して行うものとする。
２　記録媒体の移送は、封緘、施錠等の発注者が定める基準に合致した安全で確実な方法により行うものとする。
（安全管理措置） 
第６条　受注者は、個人情報の記録媒体を施錠可能な場所に保管し、又は情報システム内で識別情報（ＩＤ、パスワード等）を設定し、管理する。
２　受注者は、個人情報への不当なアクセス又は個人情報の紛失、盗難、改ざん、漏えい等の危険に対し、安全管理措置を講じる。
３　受注者が前項に定める安全管理措置を講じる場合において、発注者が、その具体的内容を特に指定しようとするときは、発注者及び受注者は、協議を行うものとする。
（個人情報の記録媒体の返還）
第７条　受注者は、本契約に基づく業務を行うため発注者から提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が含まれる記録媒体は、本契約の終了後直ちに発注者に返還するものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、その指示に従うものとする。
（従事者への周知）
第８条　受注者は、本契約に基づく業務に従事している者に対して、在職中及びその職を退いた後においても、本契約に基づく業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は業務の目的以外の目的に使用してはならないこと等、美里町個人情報保護条例の趣旨及び内容を周知させ、個人情報等の保護が徹底されるように指導しなければならない。
　（個人情報漏えい等に関わる対応）
第９条　受注者において、個人情報の漏えい、紛失等（以下「漏えい等」という。）の事故が発生した場合は、受注者は発注者に対し、直ちに、漏えい等の発生の日時、内容その他詳細事項について報告しなければならない。
２　前項の場合、受注者は、直ちに漏えい等の原因の調査に着手するものとし、発注者に対し、速やかに調査の結果を報告するものとする。前項の報告並びに本項の調査及び報告は、受注者の費用負担で行うものとする。
３　発注者が必要と認める場合には、前項の調査にかかわらず、発注者は、受注者の費用負担にて、漏えい等の原因究明を調査する会社等を選定し調査を依頼することができるものとし、受注者は当該会社等の調査に協力するものとする。
４　第１項の場合、受注者は、再発防止措置を策定の上、発注者に対し遅滞なくその内容を通知するものとする。なお、発注者が独自に再発防止措置を策定し、受注者に実施を求めた場合は、受注者は、その内容を遵守するものとする。
５　第１項の場合、受注者は、前各項に定めるほか、次に掲げる事項について発注者の指示に従った対応をとるものとする。
（１）初期対応への検討への協力及び実施
　（２）行政機関又は警察への報告及び相談
　（３）報道機関への公表
　（４）顧客対応
　（５）被害拡大防止のための措置
　（６）再発防止措置の公表
　（７）社内処分の決定、公表等
６　発注者は、個人情報の漏えい等の事故の発生にかかわらず、個人情報の漏えい等の事故を防止する対策が必要と認めた場合には、受注者に対し、個人情報の管理に関する必要な措置、指導を行うことができるものとし、受注者はこれに従うものとする。
（個人情報漏えい等に起因する契約解除等）
第１０条　受注者は、業務の実施その他本契約に基づく義務の履行に関し、受注者の責に帰すべき事由により、個人情報の漏えい等の事故が発生し、発注者に損害が生じた場合は、発注者は、何らの通知、催告を要せず、本契約を解除することができる。
２　発注者が、前項の規定による契約解除により、損害を受けた場合、受注者は、当該損害につき賠償の責任を負うものとする。
３　受注者は、第１項の規定による契約解除により損害を受けた場合において、発注者に対し、その損害の賠償を請求することはできないものとする。
（免責）
第１１条　受注者が、個人情報の管理に関する必要な措置 を誠実に実施したこと、また、それにもかかわらず個人情報の漏えい等の事故の発生を回避できなかったことを証明できる場合は、前条の規定は適用しないものとする。
（罰則）
第１２条　本契約に基づく業務に従事している者又は従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された行政文書であって、個人の氏名、生年月日その他の記述等により当該個人を容易に検索することができるように体系的に構成されたもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処される（美里町個人情報保護条例第６４条）。
２　前項に規定する者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された行政文書（前項に規定するものを除き、その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処される（同条例第６５条）。
３　第１項に規定する者が、その業務に関して知り得た行政文書に記録されている個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する（同条例第６６条）。
４　従事者が行った前３項の行為については、受注者に対しても前３項に掲げられた罰金刑が科せられる（同条例第６９条）。
